
                 立川市告示第 130 号  

電子による条件付き一般競争入札の実施について  

 

立川市条件付き一般競争入札実施要綱（平成 17 年立川市要綱第 32 号）及び立川

市電子入札実施要綱（平成 17 年立川市要綱第 33 号）の規定に基づき、次のとおり

工事に係る入札を実施する。  

 

    令和８年８月 17 日  

 

立川市長  酒  井  大  史  

 

１  共通事項  

入札参加者

の資格  

１  入札参加者の資格の有無は、別に期日が指定されている場合を除

き、告示日現在とする。  

２  立川市条件付き一般競争入札実施要綱第７条に規定する参加資格

を有すること。ただし、立川市契約における暴力団等排除措置要綱

（平成 23 年立川市要綱第 82 号）又は立川市競争入札等参加停止基

準（平成８年６月 28 日市長決定）に規定する参加停止を受けている

ときは、参加申請、入札及び契約の締結をすることができない。  

３  入札案件に係る種目に登録し、かつ、当該入札案件の資格要件を

満たしていること。  

４  相互に資本関係又は人的関係のある複数の者のした入札は、無効

とする。  

参加申請の

方法  

東京電子自治体共同運営が運用する電子調達サービス（以下「電子

調達サービス」という。）により申請すること。  

申請期限  令和８年８月 21 日（金）午後零時  

設計図書及

び仕様書  

電子調達サービスにより申請した入札参加者は、次に掲げるものの

うち市長が指定する方法により、設計図書及び仕様書を入手すること。 

１  料金着払いの宅配便  

２  電子調達サービスからのダウンロード  

発送予定日及びダウ

ンロード開始予定日  

令和８年８月 25 日（火）  

質問の方法  電子調達サービスにより登録すること。  

質問期限  令和８年８月 28 日（金）午後零時  

入札の方法  １  入札の方法は、立川市電子入札実施要綱第７条の規定によること。 

２  入札書に記載する金額は、消費税及び地方消費税を含まないこと。 

提出期限  令和８年９月８日（火）午後６時  

開札日時  令和８年９月９日（水）午前９時から  

入札保証金  免除  



２  入札案件  

番 号  件名等  入札参加者の資格要件等  

１  件  名  私道下水管埋設工事  

場  所  立川市幸町３丁目３番地先から３丁目５

番地先  

概  要  (1) 工事概要  

立川市私道下水管埋設要綱（昭和 58 年

立川市要綱第１号）に基づき、下水管の

埋設工事を行う。  

(2) 主要工種  

・  管きょ工（開削  管径 250 ミリメ

ートル）      49.5 メートル  

・  人孔設置工（組立人孔円形  内径

90 センチメートル）    １箇所  

・  ます設置工           ７箇所  

・  取付管工       12 箇所  

・  その他工事      一式  

価  格  予定価格     15,908,200 円  

（税抜価格    14,462,000 円）  

最低制限価格  変動型最低制限価格を設

定する。  

設計図書等の入手方法  

電子調達サービスからのダウンロード  

工期限  令和９年２月 16 日  

種  目  下水道施設工事  

 

１  東京都内に本店、支

店又は営業所を有し、

かつ、立川市競争入札

参加資格登録（以下「資

格登録」という。）を当

該店舗でしている者  

２  対象工事種目の登録

に必要な建設業の許可

及び経営事項審査を受

けている者  

３  電子調達サービスに

より入札金額の内訳を

登 録 し た 工 事 内 訳 書

を、入札書とともに提

出すること。この場合

において、当該入札金

額の内訳は、直接工事

費、共通仮設費、現場管

理費、一般管理費等及

び有価物売却費とし、

これら以外の内訳を登

録した工事内訳書の提

出のあった入札は、無

効とする。  

４  前項後段の規定にか

かわらず、有価物売却

費 の 登 録 は 任 意 と す

る。  

２  件  名  防護柵等設置工事  

場  所  立川市富士見町７丁目 24 番先ほか  

概  要  立川市道南 73 号線、 76 号線、 78 号線及

び 81 号線の防護柵の設置替えを行う。  

(1) 防護柵設置工  

・  横断抑止柵   558.0 メートル  

・  ガードパイプ   26.7 メートル  

(2) 防護柵撤去工  

・  ガードパイプ  584.7 メートル  

１  東京都内に本店、支

店又は営業所を有し、

かつ、資格登録を当該

店舗でしている者  

２  対象工事種目の登録

に必要な建設業の許可

及び経営事項審査を受

けている者  

３  電子調達サービスに



(3) その他工事           一式  

価  格  予定価格  16,758,500 円  

（税抜価格  15,235,000 円）  

最低制限価格  変動型最低制限価格を設

定する。  

設計図書等の入手方法  

電子調達サービスからのダウンロード  

工期限  令和９年１月 29 日  

種  目  ガードレール  

より入札金額の内訳を

登 録 し た 工 事 内 訳 書

を、入札書とともに提

出すること。この場合

において、当該入札金

額の内訳は、直接工事

費、共通仮設費、現場管

理費、一般管理費等及

び有価物売却費とし、

これら以外の内訳を登

録した工事内訳書の提

出のあった入札は、無

効とする。  

４  前項後段の規定にか

かわらず、有価物売却

費 の 登 録 は 任 意 と す

る。  

３  件  名  道路台帳補正及び公共基準点位置図等電

子化委託  

場  所  立川市内全域  

概  要  市が管理する道路について、道路台帳の

平面図及び調書の補正を行うとともに、公

共 基 準 点 位 置 図 等 の 電 子 デ ー タ を 作 成 す

る。  

(1) 道路台帳補正委託  

・  平面図補正１   3,353.5 メートル  

・  平面図補正２         １路線  

・  調書補正１        69.7 メートル  

・  調書補正２     3,283.8 メートル  

・  その他               一式  

(2) 公共基準点位置図等電子化委託  

・  公共基準点位置図等の電子化  

    一式  

・  GIS データの作成   一式  

・  成果品の作成     一式  

価  格  予定価格  14,888,500 円  

（税抜価格  13,535,000 円）  

最低制限価格  変動型最低制限価格を設

定する。  

１  東京都内に本店、支

店又は営業所を有し、

かつ、資格登録を当該

店舗でしている者  

２  東京都又は東京都内

のいずれかの市区町村

が発注した道路台帳の

補正の業務実績を有す

る者  

３  次の全てに該当する

者を有し、本業務に主

任技術者として配置で

きる者  

(1) 測量法（昭和 24

年法律第 188 号）に

規定する測量士（以

下 「 測 量 士 」 と い

う。）の資格を取得

後 ８ 年 以 上 の 経 験

を 有 す る 者 又 は 測

量 法 に 規 定 す る 測

量 士 補 の 資 格 を 取



設計図書等の入手方法  

電子調達サービスからのダウンロード  

期  限  令和９年３月 12 日  

種  目  測量  

得後 12 年以上の経

験 を 有 し て 測 量 士

の 資 格 を 取 得 し た

者  

(2)  公 益 社 団 法 人 日

本 測 量 協 会 の 認 定

す る 地 理 空 間 情 報

専門技術者 GIS１級

の 資 格 を 有 し 、 か

つ、独立行政法人情

報 処 理 推 進 機 構 の

認 定 す る 初 級 シ ス

テ ム ア ド ミ ニ ス ト

レータ、IT パスポー

ト 又 は 基 本 情 報 技

術 者 の 資 格 を 有 す

る者  

４  次の全てに該当する

者  

(1) ISO（国際標準化

機構） 27000 シリー

ズ の 27001 の 認 証

を取得している者  

(2)  一 般 財 団 法 人 日

本 情 報 経 済 社 会 推

進 協 会 の 認 定 す る

プ ラ イ バ シ ー マ ー

クを得ている者  

 


